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7 耐震改修の促進に関する法律事務取扱要領 

○新潟県柏崎市建築物の耐震改修の促進に関する法律事務取扱要領 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要領は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以

下「法」という。）及び建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設省令

第２８号。以下「省令」という。）に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

第２章 建築物の耐震改修計画の認定等 

（受付前の事務処理） 

第２条 地域振興局長は、法第１７条第１項に規定する建築物の耐震改修の計画（以下「計

画」という。）の認定を申請しようとする者（以下「申請者」という。以下この章において

同じ。）から計画の申請があった場合は、申請書を受理する前に次の各号に掲げる図書等の

種類、部数等の形式的な確認を行う。 

⑴ 申請書、図面 

⑵ 新潟県柏崎市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則（平成２６年新潟県規則

第４６号）第２条に定める書類 

⑶ その他、必要と認める事項 

２ 前項の確認において、疑義がある場合は、必要に応じて、申請者等に説明を求め、誤り

がある場合は是正を求めるものとする。 

（申請の受理） 

第３条 耐震改修計画認定台帳（様式１）に所要事項を記入した後に、申請書に受付印を押

印し、当該台帳の番号を申請書に転記する。 

（審査の実施） 

第４条 申請書をもって速やかに審査を行い、申請の内容について明らかな虚偽が認められ、

又は認定基準に適合しないと認められるときは、別記第１号様式による認定しない旨を申

請者に通知する。 
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（建築主事の同意） 

第５条 計画が建築基準法第６条第１項の規定による確認又は同法第１８条第２項の規定に

よる通知を要するものである場合は、当該申請書に係る計画の内容が認定基準に適合する

ことを確認した後に、建築主事に同意を求める。 

（建築主事の事務） 

第６条 前項の計画のうち建築確認に関する申請図書について、建築主事は、当該計画が建

築基準関係規定に適合するかどうかの審査を行う。 

２ 前項の場合において、計画の審査が完了し、当該計画の内容が建築基準関係規定に適合

すると認めたときは、建築主事は別記第２号様式による耐震改修計画に同意する旨通知し

なければならない。 

３ 第１項の場合において、計画の審査が完了し、計画が建築基準関係規定に適合すると認

められないとき、又は適合するかどうかを決定することができない正当な理由があるとき

は、建築主事はその旨及びその理由を記載した別記第３号様式を通知しなければならない。 

（認定の通知） 

第７条 申請書の審査が完了し、計画の内容が認定基準に適合すると認められるときは、省

令で定める別記第１１号様式に当該申請書の副本を添えて、申請者等に通知する。 

２ 前項の場合において、計画が建築基準法第６条第１項の規定による確認又は同法第 18 条

第２項の規定による通知を要するものについては、建築主事から計画の同意の通知があっ

た後に、申請者等に認定を通知する。 

（届出等の受け付け） 

第８条 申請者、又は、法第１７条第３項に規定する計画の認定を受けた者（以下「認定事

業者」という。この章において同じ。）から次に掲げる届出等（以下「届出等」という。）

の提出があった場合は、耐震改修計画認定台帳に所要事項を記入し、届出等に受付印を押

印して当該台帳の番号を転記して受付を行う。 

⑴ 別に定める耐震改修計画認定事業者変更届 

⑵ 別に定める耐震改修工事完了報告書 

⑶ 別に定める耐震改修計画認定申請取下げ届 

⑷ 別に定める耐震改修工事取りやめ届 

（取消しの通知） 
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第９条 法第２１条の規定による場合、又は前条第４号に規定する耐震改修工事取りやめ届

を受け付けした場合は、別記第４号様式による認定計画を取り消す旨を認定事業者に通知

する。 

２ 前項において、不適切な申請により認定を受け、認定当初から認定基準に適合しない状

態である場合、又は認定した当該計画に従って認定基準に適合しない状態で耐震改修等の

工事が完了していたと認められる場合等であって、法第２１条の規定により、当該認定事

業者に対し、計画の認定を取り消す通知をするときは、当該取消しによる認定は認定当初

から無効となる旨を記載する。 

３ 第１項の規定による通知をしたときは、耐震改修計画認定台帳に所要事項を記入する。 

（認定を受けた計画の変更申請の送付） 

第 10 条 法第１８条第１項の規定により、法第１７条第３項各号の規定に基づく認定を受け

た計画の変更の認定の申請に係る事務処理については、第２条から第９条の規定を準用す

る。 

第３章 建築物の地震に対する安全性の認定等 

（受付前の事務処理） 

第 11 条 法第２２条第１項に規定する建築物の地震に対する安全性（以下「安全性」という。）

の認定を申請しようとする者（以下「申請者」という。この章において同じ。）から安全性

の申請があった場合は、申請書を受理する前に次の各号に掲げる図書等の種類、部数等の

形式的な確認を行う。 

⑴ 申請書、図面 

⑵ 新潟県柏崎市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則第３条に定める書類 

⑶ その他、必要と認める事項 

２ 前項の確認において、疑義がある場合は、必要に応じて、申請者等に説明を求め、誤り

がある場合は是正を求めるものとする。 

（申請書の受理） 

第 12 条 建築物の地震に対する安全性に係る認定台帳（様式２）に所要事項を記入した後に、

申請書に受付印を押印し、当該台帳の番号を申請書に転記する。 

（審査の実施） 
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第 13 条 申請書をもって速やかに審査を行い、申請の内容について明らかな虚偽が認められ、

又は認定基準に適合しないと認められるときは、別記第５号様式による認定しない旨を申

請者に通知する。 

（認定の通知） 

第 14 条 申請書の審査が完了し、安全性の内容が認定基準に適合すると認められるときは、

省令で定める別記第１４号様式に当該申請書の副本を添えて申請者等に通知する。 

（取消し通知） 

第 15 条 法第２３条の規定による場合は、当該認定事業者に対し、別記第６号様式による安

全性に係る認定を取り消す旨を通知する。 

２ 前項において、不適切な申請により認定を受け、認定当初から認定基準に適合しない状

態である場合であって、法第２３条の規定により、当該認定事業者に対し、安全性の認定

を取り消す通知をするときは、当該取消しによる認定は認定当初から無効となる旨を記載

する。 

第４章 区分所有建築物の耐震改修の必要性の認定等 

（受付前の事務処理） 

第 16 条 法第２５条第１項に規定する区分所有建築物の耐震改修の必要性（以下「耐震改修

の必要性」という。）の認定を申請しようとする者（以下「申請者」という。この章におい

て同じ。）から耐震改修の必要性の申請があった場合は、申請書を受理する前に次の各号に

掲げる図書等の種類、部数等の形式的な確認を行う。 

⑴ 申請書、図面 

⑵ 新潟県柏崎市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則第４条に定める書類 

⑶ その他、必要と認める事項 

２ 前項の確認において、疑義がある場合は、必要に応じて、申請者等に説明を求め、誤り

がある場合は是正を求めるものとする。 

（申請書の受理） 

第 17 条 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定台帳（様式３）に所要事項を記入し

た後に、申請書に受付印を押印し、当該台帳の番号を申請書に転記する。 

（審査の実施） 
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第 18 条 申請書をもって速やかに審査を行い、申請の内容について明らかな虚偽が認められ、

又は認定基準に適合しないと認められるときは、別記第７号様式による認定しない旨を申

請者に通知する。 

（認定の通知） 

第 19 条 申請書の審査が完了し、耐震改修の必要性の内容が認定基準に適合していないと認

められるときは、省令で定める別記第１８号様式に当該申請書の副本を添えて申請者等に

通知する。 

附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式（第４条関係） 

 

耐震改修計画を認定しない旨の通知 

 

第       号 

年  月  日 

 

           様 

 

                       柏崎市長 ○ ○  ○ ○   ○印  

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第１７条第１項の規定に基づき申請のあった下記１

の建築物の耐震改修の計画について、内容を審査した結果、下記２の理由により認定できま

せんでしたので通知します。 

記 

１ 建築物の耐震改修の計画 

⑴ 申請年月日 

⑵ 敷地の地名地番 

⑶ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 

 

２ 認定しない理由 
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第２号様式（第６条関係） 

 

耐震改修計画同意通知書 

 

第       号 

年  月  日 

 

柏崎市長   様 

 

建築主事 ○ ○ ○ ○ 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第１７条第４項の規定により、下記計画の認定につ

いて同意します。 

記 

１ 申請者 

⑴ 住 所 

⑵ 氏 名 

 

２ 認定を受けようとする建築物の概要 

⑴ 敷地の地名地番 

⑵ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 
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第３号様式（第６条関係） 

 

耐震改修計画が適合することが認められない、又は適合するかどうかを 

決定することができない旨の通知書 

 

第       号 

年  月  日 

 

柏崎市長   様 

 

建築主事 ○ ○ ○ ○ 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第１７条第４項の規定により、下記計画の認定につ

いて耐震改修計画が適合することが認められない、又は適合するかどうかを決定することが

できない旨を通知します。 

記 

１ 申請者 

⑴ 住 所 

⑵ 氏 名 

 

２ 認定を受けようとする建築物の概要 

⑴ 敷地の地名地番 

⑵ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 
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第４号様式（第９条関係） 

 

耐震改修計画の認定を取り消す旨の通知書 

 

第       号 

年  月  日 

 

           様 

 

                       柏崎市長 ○ ○  ○ ○   ○印  

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２１条 

新潟県柏崎市建築物の耐震改修計画の認定に関する実施要綱第８条  の規定に基づき、

下記計画の認定を取り消す旨を通知します。 

記 

１ 申請者 

⑴ 住 所 

⑵ 氏 名 

 

２ 認定計画の概要等 

⑴ 認定年月日及び番号 

⑵ 敷地の地名地番 

⑶ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 
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第５号様式（第１３条関係） 

 

建築物の地震に対する安全性を認定しない旨の通知 

 

第       号 

年  月  日 

 

           様 

 

柏崎市長 ○ ○  ○ ○  印 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２２条第 1項の規定に基づき申請のあった下記１

の建築物の耐震改修の計画について、内容を審査した結果、下記２の理由により認定できま

せんでしたので通知します。 

記 

１ 建築物の耐震改修の計画 

⑴ 申請年月日 

⑵ 敷地の地名地番 

⑶ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 

 

２ 認定しない理由 
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第６号様式（第１５条関係） 

 

建築物の地震に対する安全性の認定を取り消す旨の通知書 

 

第       号 

年  月  日 

 

           様 

 

柏崎市長 ○ ○  ○ ○  印 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第 23 条の規定に基づき、下記の建築物の地震に対す

る安全性の認定を取り消す旨を通知します。 

記 

１ 申請者 

⑴ 住 所 

⑵ 氏 名 

 

２ 認定計画の概要等 

⑴ 認定年月日及び番号 

⑵ 敷地の地名地番 

⑶ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 
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第７号様式（第１８条関係） 

 

区分所有建築物の耐震改修の必要性を認定しない旨の通知 

 

第       号 

年  月  日 

 

           様 

 

柏崎市長 ○ ○  ○ ○  印 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第25条第1項の規定に基づき申請のあった下記１の

建築物の耐震改修の計画について、内容を審査した結果、下記２の理由により認定できませ

んでしたので通知します。 

 

 

記 

 

１ 建築物の耐震改修の計画 

⑴ 申請年月日 

⑵ 敷地の地名地番 

⑶ 建築物の概要 

ア 用途 

イ 延べ面積 

ウ その他の事項 

 

２ 認定しない理由 
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様式１（第３条関係） 

耐震改修計画認定台帳 

 

 

 

  

番号 建築（確認）年度 分類
租特適用

名称 確認要否
特例内容

所在地

・　　　・
認定年月日

認定番号 耐震改修工事概要

第　　　号

工事費（百万円）
・　　　・

公
民

所有者（申請者）住所　氏名

申請年月日 延面積・階数・構造・用途
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様式２（第１２条関係） 

建築物の地震に対する安全性に係る認定台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受　 付
年月日

認   定
年月日

取   消
年月日

申請者の住所又
は主たる事務所の

所在地
住所氏名用途

３　耐震診断の実施者に関する事項

番
号

２　建築等の経過構造
方法

建築面積延べ面積
建築物
の階数

地名地番

申請者の氏名又
は名称及び法人
にあっては代表者

の氏名

１　建築物及びその敷地に関する事項

資格 登録番号 勤務先 勤務先の所在地 登録資格者講習の種類 講習実施機関名
証明書
番号

講習終了
年月日

建築士に関する事項

電話番号
備考

国土交通大臣
が定める者の

有無
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様式３（第１７条関係） 

区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３　耐震診断の実施者に関する事項

２　建築等の経過
地名地番

建築物
の階数

延べ面積 建築面積
構造
方法

用途

１　建築物及びその敷地に関する事項
申請者の氏名又
は名称及び法人
にあっては代表者

の氏名

番
号

受　 付
年月日

認   定
年月日

取   消
年月日

申請者の住所又
は主たる事務所の

所在地
氏名 住所

資格 登録番号 勤務先 勤務先の所在地 登録資格者講習の種類 講習実施機関名
証明書
番号

講習終了
年月日

備考
建築士に関する事項

国土交通大臣
が定める者の

有無
電話番号


